
－
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地方創生にかかる推進体制

2014年12月に閣議決定された「まち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づき、地方公共

 

団体がまとめる「地方版総合戦略」の策定･推進を支援するため、2015年4月、地域開発部

 

に本部横断的な支援を行う「地方創生推進デスク」を設置したほか、地方公共団体取引営

 

業店33ヵ店(注)の営業店長を「地方創生担当」とし、地方創生に向けた取組みを支援して

 

おります。

・地方創生推進デスクの設置等

３．地方創生への取組み

(注)地方公共団体取引営業店：

県庁、仙台市役所、塩釜、多賀城、矢本、石巻、気仙沼、古川、築館、佐沼、白石、角田、

岩沼、増田、富谷、松島、七ヶ浜、利府、女川、志津川、吉岡、中新田、小牛田、涌谷、

蔵王、大河原、船岡、村田、丸森、亘理、山下、川崎、原町（以上33ヵ店）

地方創生に向けて、当行に期待される役割を積極的に発揮し、地域における当行の価値

 

を高めるとともに、地域経済の成長・発展に貢献する観点から、2015年10月より「地方創

 

生推進委員会」を設置しております。

地方創生推進委員会の主導のもと、「地方創生推進デスク」を行内外のワンストップ窓

 

口とし、産学官連携を図りながら、地方版総合戦略の策定・推進の協力ならびに地域価値

 

の向上に向けた取組みを通じて、地域の復興・発展へ貢献してまいります。

・地方創生推進委員会の設置

＜重点推進項目＞

地方創生に向けて当行が主体的に取り組む4つの重点推進項目を設定し推進しております。

・重点推進項目の設定

創業・新規事業支援

□

 

創業・第二創業支援

□

 

ベンチャーファンド等を通じた資金

供給支援

□

 

起業家応援イベント、ビジネスグラ

ンプリなどの開催・協力

地域中核企業支援・育成

□

 

販路開拓・拡大支援

□

 

海外ビジネス支援

□

 

農林水産業の成長産業化

□

 

経営改善・事業再生

□

 

事業承継・Ｍ＆Ａ

まちづくり事業の促進

□

 

外部機関と連携した支援

□

 

官民連携事業（PPP/PFI）の促進

観光振興支援等

□

 

観光関連事業の事業化支援・成長支援

□

 

インバウンド推進支援

□

 

地域開発プロジェクトへの参画

□

 

産学連携による支援

□

 

進出企業支援

□

 

ＭＩＣＥへの協賛
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創業・新規事業支援

○創業・新規事業開拓に関する支援実績(2018年度上半期)

 

6161件件

（うち創業・新規事業支援融資実績

 

5858件件

 

/ 912/ 912百万円百万円）

震災の被災地域等では、創造的な復興を目指す新たな取組みや地域資源を活用したビ

 

ジネス創出など、創業・起業に向けた動きが活発化しております。当行では、地方創生

 

に関する取組強化の一環として、地域での創業・起業の促進による新規事業創出ならび

 

に地域経済の活性化を目的に、外部支援機関と連携しながら各種サポートに取り組んで

 

いるほか、宮城県の創業・新規事業関連融資制度等の活用を通じて、積極的な資金供給

 

に努めております。

また、優れた技術・アイデアを有する企業に対しては、東北大学や東北経済連合会等

 

の外部支援機関への紹介を通じたハンズオン支援を行っております。

３．地方創生への取組み

・東北大学および東京証券取引所との連携

2017年11月、当行、国立大学法人東北大学および株式会社東京証券取引所の三者によ

 

り、資本市場の活用等によるベンチャー企業および地域企業の成長支援や起業家人材育

 

成の推進等に関する連携についての基本協定を締結しました。地域金融機関、大学なら

 

びに東証の三者による地域経済発展に向けた連携の取組みは全国初となります。

具体的な連携事業として、上場を目指す企業に対して東証が運営する株式市場の活用

 

を提案する個別訪問のほか、2018年2月には仙台市で開催された起業家週間の一環として、

 

株式上場をテーマとしたイベントを東北大学で開催し、約100名の方にご参加いただきま

 

した。また、東北大学による地域企業に向けた事業イノベーション推進プログラムであ

 

る「地域イノベーションプロデューサー塾」や「アントレプレナー育成事業（EARTH on 

EDGE）」等と連携した事業プラン策定・実行の支援、学生・社会人等を対象とする金融

 

リテラシー教育や人材交流を通じた協力体制の構築についても、取組みを開始しており

 

ます。

《起業家応援セミナー・イベント等の開催（2018年度上半期）》

セミナー名 開催時期 内容 参加人数

UP TO DATE
（アップトゥーデイト）

2018/7
当行、日本政策金融公庫、仙台銀行の共催で、宮城
県内で活躍する先輩起業家のパネルディスカッション
やグループワーク、情報交換会を実施

35名

東北大学 Tech Open 2018
ビジネスプランコンテスト

2018/8
テクノロジーやアイデアの社会実装を目的とするオリジ
ナルのビジネスコンテストの協賛および審査員として
当日の運営協力を実施

女性活躍・起業応援シンポジウム
ｉｎ ＳＥＮＤＡＩ

2018/9
当行と日本政策投資銀行で女性活躍の機運醸成を図
り、働き方改革、起業促進に向け、講演およびパネル
ディスカッション、情報交換会を実施

32名

・2018

 

年9

 

月、女性活躍推進の機運醸成に向けたシンポジ
ウムを開催しました。当日は、女性起業家や企業内女性
リーダー等が参加し、全国で活躍する女性経営者による
プレゼンテーションおよびパネルディスカッションを実
施したほか、情報交換会では、参加者同士で業種や世代
を超えた活発な意見交換が行われました。

「女性活躍・起業応援シンポジウム

 

in SENDAI 」の開催



－
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・創業支援融資制度・投資事業

当行では、地域金融機関として地元中小企業を育成する観点からベンチャー企業等に対し、

 

投資事業を行っております。

＜創業支援融資制度・投資事業＞

このほか、公益財団法人七十七ビジネス振興財団による新規事業活動等を志している

 

起業家等を対象とした「七十七ニュービジネス助成金」の表彰事業や産学官連携および

 

ものづくり産業集積に伴う起業・新規事業への支援等を行っております。

３．地方創生への取組み

・Ｊ社は、2012年7月から当行、東北大学、宮城県、東北経済連合会、インテリジェ
ント・コスモス研究機構が取り組んできた「地域イノベーション戦略支援プログラ
ム」の成果案件として設立された新会社です。

・本事業は、新たなリチウムイオン蓄電池の生産事業化を目指し、石巻市内の廃校を
活用し製造設備を整備する大規模プロジェクトであり、当行は、津波・原子力災害
被災地雇用創出企業立地補助金の活用や、地域金融機関と連携した協調融資を組成
したほか、財務基盤強化の観点での資本性資金導入を検討し、七十七キャピタル㈱
の運営する「７７ニュービジネスファンド」からの投資を実行いたしました。

７７ニュービジネスファンドによる投資

・七十七キャピタル㈱による投融資

2016

 

年7

 

月に設立した七十七キャピタル㈱では、創業・起業または第二創業等に取り組み、

 

地方創生および地域活性化に資する企業を対象に投資を行う｢７７ニュービジネスファンド｣

 

を当行とともに組成し、投資を実行しております。

○７７ニュービジネスファンド投資実績(2018年9月末)

1616件件

 

/ 451/ 451百万円百万円（うち（うち20182018年度上半期年度上半期

 

44件件

 

/ 145/ 145百万円百万円））

７７ニュービジネス
支援資金

新たに創業されるお客さま向けの「創業支援口」と第二創業等
に取り組むお客さま向けの「新事業創出支援口」、および日本
政策金融公庫と協調する「日本政策金融公庫協調融資口」があ
り、創業・新事業等に関係する運転資金および設備資金にご利
用いただけます。

宮城県等の各種制度融資
宮城県の創業育成資金、仙台市の新事業創出支援融資制度等の
創業者向け制度融資を積極的に活用しております。

ＴＨＶＰ－１号
投資事業有限責任組合

当行、東北大学、東北大学ベンチャーパートナーズ㈱などが96
億8千万円を出資し、東北大学の研究成果を事業化するベン
チャー企業に対して、新産業創出とイノベーション起動を目的
に投資しております。

７７ニュービジネス
投資事業有限責任組合

当行および七十七キャピタル株式会社が10億円を出資し、東北
地域を中心に事業を行う企業に対し、主に資本性資金の供給を
通じてその成長を支援し、地方創生への貢献および地域経済の
活性化を図ることを目的に投資しております。



－
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・補助金等申請支援

当行では、2012年11月に「経営革新等支援機関」の認定を受けており、営業店と本部

 

の渉外担当者がお取引先を訪問し、「ものづくり補助金」や「創業補助金」等の補助金申

 

請支援や事業計画作成を支援しております。

＜経営革新等支援機関としての補助金支援実績（2018年9月末現在＞

３．地方創生への取組み

実績

支援件数56件
採択実績33件

支援件数99件
採択実績52件

支援件数51件
採択実績26件

支援件数47件
採択実績19件

支援件数25件
採択実績11件

支援件数47件
採択実績18件

支援件数79件
採択実績39件

支援件数58件
採択実績18件

支援件数25件
採択実績21件

支援件数10件
採択実績  9件

支援件数17件
採択実績14件

ものづくり・商業・サービス経営力向上支援補助金

創業補助金
（通称：創業促進補助金）

2014年度補正予算創業・第二創業促進補助金

小規模事業者活性化補助金
（通称：小規模補助金)

2015年度予算創業・第二創業促進補助金

内容

ものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援補助金
（通称：ものづくり補助金）

中小企業・小規模事業者ものづくり・商業・サービス革新事業
（通称：新ものづくり補助金）

ものづくり・商業・サービス革新補助金

ものづくり・商業・サービス新展開支援補助金

ものづくり・商業・サービス開発支援補助金

地域需要創造型等起業・創業促進補助金
（通称：創業補助金）

ＩＴを活用した独自性・新規性を有するアイデアやイノベーションの発掘・支援等

 

を通じて地域経済の活性化に貢献するため、2018年7月より、ＩＴをテーマとしたビ

 

ジネスコンテスト「Ｘ-Tech Innovation 2018（クロステックイノベーション2018）」

 

をふくおかフィナンシャルグループ、北海道銀

行、沖縄銀行と共同開催しております。

「X-Tech Innovation 2018」の開催【140周年記念事業】

本コンテストは、急速に発展する様々なテク

 

ノロジーに着目し、業界・業種を横断する新し

 

いサービス、ビジネスアイデアをスタートアッ

 

プ企業等から広く募集することで、優れたアイ

 

デアを発掘・表彰するとともに、これらのビジ

 

ネスアイデアの事業化に向けたサポートや、地

 

場企業とのマッチング、既存ビジネスへの活用

 

可能性を模索することを通じて、地域経済の活

 

性化を目指す取組みです。



産学の連携を通じた地域の発展と地域経済の活性化に資することを目的とし、国立大

 

学法人東北大学と「連携協力に関する協定」を締結しております。

当協定に基づき、2013年2月・11月および2014年11月に、「七十七銀行・東北大学震災

 

復興共同企画『東北大学ラボツアー』」を開催し、2015年度および2016年度には「七十

 

七銀行・東北大学共同企画『地方創生・産学連携プログラム』」､「七十七銀行・東北大

 

学共同企画『地方創生・産学連携プログラムⅡ』」を開催しております。

また、2018年1月、ものづくり企業の成長支援を目的に、製造業関連企業や研究機関な

 

どが技術、研究成果をＰＲする「産学官金連携フェア2018みやぎ」を開催したほか、

 

2018年2月には、食産業における商品の高付加価値化および産学官金連携の促進を目的と

 

した「東北産学官金サロン」を開催いたしました。

－
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・ものづくり産業への支援

仙台市北部から岩手県南部は、自動車や高度電子機械

産業などのものづくり産業の集積が進行するとともに、

宮城県と岩手県の経済交流の進展が期待されております。

2012年7月、トヨタグループ3社の経営統合によりトヨ

タ自動車東日本㈱が設立されました。2012年12月には、

東北初となるエンジン工場が完成し、トヨタの小型ハイ

ブリッド車用のエンジンの生産が開始され、2013

 

年8

 

月

には、大衡工場においてハイブリット車の生産が開始さ

れました。2015

 

年7月には、大衡工場においてトヨタ自

動車東日本㈱が初めて開発から生産まで一貫して手掛け、

フルモデルチェンジした新型小型ミニバンの全量生産が

開始され、生産台数の維持・拡大に伴い、関連部品の現

地調達の進展等による地元企業の参入が進むことが期待

されております。具体的には2016年度に自動車関連企業

である㈱ハイレックスコーポレーション、ミヤマ工業㈱、

㈱イノアックコーポレーションが県内工業団地への進出

地域中核企業支援・育成

仙台市北部

（大和町・大衡村）

宮城宮城

本店

岩手岩手

北上支店

県境を越えた広域な県境を越えた広域な

 

産業集積エリア産業集積エリア

盛岡支店

岩手県南部

（北上市・金ヶ崎町）

吉岡支店

を表明したことに加え、2017年7月には㈱ＣＫＤが第2仙台北部中核工業団地への進出を

 

表明するなど、自動車関連企業の集積が進展しています。

さらに、2018年7月にトヨタ自動車東日本㈱が東北に小型車の生産集約を公表してお

 

り、関連企業の進出や圏内ものづくり企業の技術革新が進むことが予想されます。

当行では、これら進出企業に対して、本部・営業店が一体となり、産学官の外部支援

 

機関とも連携のうえ、金融面のみならず、地域情報の提供や関連部品の現地調達化支援、

 

従業員へのサポートなどワンストップ対応に取り組んでおります。

・東北大学との連携

３．地方創生への取組み



－
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・医療・介護分野への取組み

当行は、医療・介護専担者を配置し、医療・介護コンサルタント会社と連携（トレー

 

ニー2名派遣）のうえ、医療・介護事業者に対する資金面の支援のほか、経営課題解決に

 

向けたアドバイスや事業計画の作成などを積極的に行っております。

また、医療・介護ビジネスに関する情報提供を行うため、各種セミナーを開催するほか、

 

2007年1月より、ご融資の上限金額を設定せず、金利や期間に柔軟に対応できる専門の融

 

資商品「７７医療・福祉ローン」を取扱っております。

３．地方創生への取組み

・再生可能エネルギー発電事業

「再生可能エネルギー固定価格買取制度」が2012年7月よりスタートして以降、当行で

 

は、本部と営業店が一体となり、太陽光発電などの再生可能エネルギー事業の事業構想ヒ

 

アリングや情報提供のほか、計画策定のアドバイスや資金計画の検証に至るまで、専門的

 

なソリューションの提供と積極的な資金供給に取り組んでおります。

○再生可能エネルギー関連融資実績（取組額ベース）（震災後～2018年9月末）

272272件件

 

/ 908/ 908億円億円

 

（うち（うち20182018年度上半期年度上半期

 

2929件件

 

/ 147/ 147億円億円））

地域の震災からの復興を後押しするため、アグリビジネス支援体

 

制を強化しております。

農林漁業者の身近なところで6次産業化推進のためのアドバイス

 

等を行うため、農業経営アドバイザーの資格取得を推奨しており、

 

2018年9月末現在20名の行員が同資格を取得しております。

また、農林漁業者の資金需要に対しては、公的保証機関である宮

 

城県農業信用基金協会を活用した定型融資商品「７７アグリビジネ

 

スローン＜美(み)の里(り)＞」や、宮城県からの利子補給等により

 

実質無利子、無保証料となる特例措置を適用した「農業近代化資金

 

（一般口）」の活用を進めております。

・アグリビジネスの推進

○７７医療・福祉ローン残高・実行件数実績（取扱開始～2018年9月末）

1,5531,553件件

 

/ 1,155/ 1,155億円億円（うち（うち20182018年度上半期年度上半期

 

102102件件

 

/ 72/ 72億円億円））

・本事業は環境省が東日本大震災の被災地において再生可能エネルギーの導入を加速

し、地球温暖化対策に配慮した復興の実現に資することを目的として実施した「平

成23年度再生可能エネルギー事業のための緊急検討委託業務」の成果に基づき計画

された風力発電事業です。

・Ｋ社が100

 

％出資して設立した新会社が事業主体となり、石巻市に位置する籠峰山

の北側尾根沿いに大型風力6基を建設するもので、商業運転開始後は再生可能エネル

ギー固定価格買取制度を活用して東北電力㈱に全量売電を行います。

・当行では、宮城県内最大規模となる20MW

 

級の本風力発電事業に対して、再生可能

エネルギー事業の普及促進と地域経済の活性化を支援する観点から、プロジェクト

ファイナンスを提供いたしました。

風力発電事業に対するプロジェクトファイナンスを提供
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震災以降、地方公共団体等が主導するＰＰＰ/ＰＦＩの増加や、各種復興プロジェクト等

 

に関連した資金需要の発生が見込まれることから、当行では、ＰＦＩ案件の組成段階から

 

関与するなど、地方公共団体との関係を一層強化しております。

当行は、これまで宮城県内で13件のＰＰＰ/ＰＦＩ事業について融資金融機関として参加

 

しており、うち7件についてはメイン行としてアレンジャー業務を行っております。

・ＰＦＩ事業への取組み

＜当行の宮城県内におけるＰＰＰ/ＰＦＩ取組実績＞

３．地方創生への取組み

まちづくり事業の促進

当行と各地方公共団体が相互に連携し、双方

 

の資源を効果的に活用しながら、地域経済の持

 

続的な発展につなげることを目的に、2018年4

 

月、亘理町と「地方創生に向けた包括連携に関

 

する協定書」を締結いたしました。

また、2016年6月には当行と県内9金融機関が

 

連携のうえ、宮城県と「高齢者地域見守りに関

 

する協定」を締結しております。

今後も地方公共団体との連携を強化し、地方

 

創生に関する積極的な関与・協力を通じて、地

 

域の復興・発展に貢献してまいります。

・地方公共団体との協定締結

時期 地方公共団体

2015年度 加美町、岩沼市

蔵王町、新地町（福島県）

富谷市、南相馬市（福島県）

石巻市、丸森町、女川町

東松島市、村田町

大河原町、大和町、塩竈市

七ヶ浜町、角田市

2018年度 亘理町

2016年度

2017年度

《「包括連携に関する協定書」締結先》

発注者 ＰＦＩ事業（当行の関与）

松森工場関連市民利用施設整備事業

（融資金融機関、アレンジャー兼エージェント）

野村学校給食センター整備事業

（融資金融機関、アレンジャー兼エージェント）

養護老人ホーム改築事業

（融資金融機関、アレンジャー）

消防学校移転整備事業

（融資金融機関、アレンジャー）

学校給食センター整備運営事業

（融資金融機関、アレンジャー）

三条学生寄宿舎整備事業

（融資金融機関）

天文台整備・運営事業

（融資金融機関、コ・アレンジャー）

消防本部庁舎移転整備事業

（融資金融機関、コ・アレンジャー）

教育・福祉複合施設整備事業

（融資金融機関、建中アレンジャー）
宮城県

仙台市

仙台市

石巻地区
広域行政事務組合

宮城県

東北大学
青葉山ユニバーシティ・ハウス等整備事業
（融資金融機関、アレンジャー）

南吉成学校給食センター整備事業
（融資金融機関、アレンジャー）

東松島市

東北大学

仙台市

仙台市

石巻地区
広域行政事務組合

女川町
女川町水産加工団地排水処理施設整備等事業
（融資金融機関）
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・地方公共団体向けの資金供給等の状況

指定金融機関受託業務については、宮城県内36の地方公共団体のうち、35団体から公金

 

取扱業務を受託（28団体から「指定金融機関」、7団体から「指定代理金融機関」を受

 

託）しており、公金の収納や支払等の事務を通じ、幅広く県内の皆さまにご利用いただい

 

ております。また、当行は、地域の皆さまの利便性を考慮し、地方公共団体の庁舎内や関

 

連施設内37ヵ所に、44台のＡＴＭを設置しております。（2018年9月末現在）

当行は、地域の再生に向け、地域の復興施策の実行主体である地方公共団体等に対する

 

円滑な資金供給に努めております。2018年9月末現在、当行は宮城県内36の地方公共団体

 

のうち、34団体に貸出をご利用いただいております。

2018年度上半期は、宮城県内外の地方公共団体による起債を合計443億円お引受けして

 

おります。また、お客さまの地方債購入ニーズにお応えするため、当行引受額のうち20億

 

円について、お客さまへ販売しております。

・起債の引受け・販売

《宮城県内地方公共団体発行市場公募地方債の引受状況》

《共同発行公募地方債の引受状況》

３．地方創生への取組み

取引地方公共団体数 残高 取引地方公共団体数 残高

2017年9月末 35 4,904 36 9,861

2018年9月末 34 5,161 36 8,664
（注）特別地方公共団体、地方公社との取引を除きます。

貸出金 （参考）預金・譲渡性預金

（単位：先、億円）

《宮城県内地方公共団体向け貸出金等の状況》

うち当行引受額

2018年度上半期 6,370 250 6

（単位：億円）

うち宮城県・仙台市調達分

共同発行公募地方債発行総額

（単位：億円）

うち当行引受額

2018年度上半期 300 55

市場公募地方債発行総額

《宮城県内地方公共団体向け貸出金等の状況》

セミナー名 開催時期 内容 参加人数

仙南地域金融フォーラム 2018/6
当行と日本政策投資銀行が連携し、PPP/PFIにかか
る講演を実施

13企業・団体

＜七十七＞仙台圏
都市開発セミナー

2018/7
仙台市における今後の都市開発計画および全国の都
市開発事例等についての講演を実施

126名

地方創生勉強会 2018/8
地方創生に関する先進的な取組事例等の情報提供を
通じ、地方公共団体の地方版総合戦略の実行に向け
た取組みを支援

83名

・地方創生に向けたセミナー等の開催（2018年度上半期）
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各自治体における有識者会議等に委員を派遣し、復興特区制度による規制等の特例を受

 

けるための推進計画の策定等に関わるなど、復興に向け人的な側面からも支援を継続して

 

おります。

・当行が参画している主な復興関連有識者会議等

・有識者会議等への参画

・地方公共団体関連事業への人材派遣

当行の地方公共団体関連事業への人材派遣実績は2018年9月末で3名となっております。

＜その他会議等＞

＜復興推進協議会＞

一般社団法人東松島みらいとし機構 販路回復・開拓支援事業企画委員会

一般社団法人南三陸福興まちづくり機構 宮城県プロフェッショナル人材戦略協議会

次世代自動車イノベーション推進協議会 企業連携プロジェクト支援事業アドバイザリー・ボード

みやぎ知と医療機器創生拠点推進協議会 一般社団法人個人版私的整理ガイドライン運営委員会

みやぎ移住・定住推進県民会議 「新しい東北」官民連携推進協議会

宮城県ＣＬＴ等普及推進協議会 「ふるさと投資」連絡会議

農林漁業復旧・復興支援委員会 三陸地域水産加工業等振興推進協議会

みやぎ６次産業化推進連絡会議

３．地方創生への取組み

仙台市復興推進協議会 陸前高田市復興推進協議会 相馬市復興推進計画地域協議会

塩釜市復興推進計画地域協議会 蔵王町復興推進協議会 女川町復興特区金融協議会

気仙沼市復興特区金融協議会 山元町復興推進協議会 登米市復興推進協議会

南相馬市復興推進協議会 富谷市復興推進協議会 南三陸町復興特区金融協議会

大和町復興推進協議会 大衡村復興推進協議会 新地町復興推進協議会

いわき市産業復興・雇用創出協議会 岩沼市復興推進協議会 利府町復興推進協議会

釜石市復興推進協議会 栗原市復興推進協議会

大船渡市復興推進協議会 石巻市復興特区金融協議会
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2017

 

年3

 

月、青森銀行、秋田銀行、岩手銀行、山形銀行、東邦銀行および日本政策投資銀

 

行と、「観光振興事業への支援に関する業務協力協定」を締結いたしました。

政府が東北の観光復興を重点施策のひとつと位置付けるなか、東北を営業地盤とする金融

 

機関は、観光関連事業者や地方公共団体が取り組む観光振興事業に対して、金融ネットワー

 

ク等を活用した支援を進め、地域の活性化に貢献することが求められております。本協定は、

 

各行が情報交換や金融サービスの提供等に関して連携を図り、観光振興への支援を通じて、

 

地域の更なる魅力向上と地方創生に寄与することを目的とするものです。

ネットワーク活用案件として当行と日本政策投資銀行が出資する「みやぎ復興・地域活性

 

化支援ファンド」による観光事業者への投融資を2017年12月に実行いたしました。

2018年1月、ネットワークの共同事業として株式

・「観光振興事業への支援に関する業務協力協定」の締結

３．地方創生への取組み

観光振興支援

⼀般社団法⼈

 

宮城インバウンドＤＭＯ
宮城県南４市９町におけるインバウンド観光に関する協定

地域活性化 雇⽤創出外国⼈観光客誘致

・宮城県南４市９町のＤＭＯ「一般社団法人宮城インバウンドＤＭＯ」設立支援

宮城県の県南地域4市9町（白石市、名取市、角田市、岩沼市、蔵王町、七ヶ宿町、大河原

 

町、村田町、柴田町、川崎町、丸森町、亘理町、山元町）の各地方公共団体では、仙台空港

 

の民営化により観光客の増加が期待されるものの、受入態勢が整備されていないほか、地域

 

が一体となった観光客誘致活動が行えていないという課題を抱えておりました。

当行では、県南地域の営業店が協力のうえ、地方公共団体や商工会等に対して、行政区域

 

を越えた広域連携を呼びかけ、これをきっかけとして、観光地域づくりの推進主体である

 

「一般社団法人宮城インバウンドＤＭＯ」の設立に至りました。

2017年3月､一般社団法人宮城インバウンドＤＭＯならびに宮城インバウンドＤＭＯ推進協

 

議会は、相互に協力しインバウンド観光の推進に取り組むことで、外国人観光客の誘致や、

 

それに伴う地域活性化、雇用創出を目的に「宮城県南4市9町におけるインバウンド観光に関

 

する協定」を締結いたしました。

当行は、本協定の目的実現に向け、インバウンド関連事業の促進に協力するほか、国内外

 

の広域なネットワークを活用し、地域間連携の促進および観光資源の発掘などの支援に取り

 

組んでまいります。

会社日本経済研究所の藻谷浩介氏などを講師に迎え、

 

「観光産業の成長・生産性向上セミナー」を開催し

たほか、2018

 

年3

 

月には仙台三越、東北博報堂との

三者で地域産業の発展等を目的とした業務協力協定

を締結し「むつめくＴＯＨＯＫＵラボ」を立ち上げ

ました。また、2018

 

年4

 

月には共同調査として

「東北地域における『歴史的資源』を活用した観光

振興に向けて」を公表するなど、東北の観光振興に

取り組んでおります。 観光産業の成長・生産性向上セミナー
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・仙台国際空港等と連携し、地域の企業の共同輸出や海外進出を支援

・「みやぎ移住・定住推進県民会議」への参画

2015年8月、当行は、地方創生に関する取組強化の一環として「みやぎ移住・定住推進

 

県民会議」へ参画いたしました。本会議は、宮城県への移住の推進と、移住者の地域へ

 

の定着および受入体制の整備や情報発信について、行政、関係団体、民間企業、ＮＰＯ、

 

移住者を含めた住民等が連携・協力していくために設置したものです。

また、宮城県が移住・定住の推進のために発行した情報冊子「ちょうどいい、宮城

 

県。」を、2015年9月より当行の宮城県外の営業店に配置し、宮城県の魅力をＰＲしてお

 

ります。

国内初のコンセッション事業である仙台空港特定運営事業は、震災復興および地域活性

 

化の起爆剤としての地域からの大きな期待もあり、当行は地元金融機関として本事業を支

 

援するため、地元企業連携や地域活性化策の立案助言、ファイナンス等の支援を実施して

 

まいりました。

2016

 

年6月、仙台国際空港㈱、日本通運㈱、三井住友海上火災保険㈱、凸版印刷㈱とと

 

もに「創貨事業」への取組みを進めるため、「東北・食のソラみち協議会」を設立してお

 

ります。「創貨事業」は、仙台空港特定運営事業の物流強化策として、単独では輸出取引

 

が困難な、地域の食品・農林水産物等中小事業者の掘り起こしや育成、ならびに地域の高

 

品質で安心な食品・農林水産物等の輸出を一層促進するため、東北における新たな共同輸

 

出の枠組みを構築し、域内の貨物需要を中長期的に増加させる取組みです。

2017年10月には、仙台国際空港㈱、豊田通商㈱と連携し、地域のものづくり企業の成長

 

支援および仙台空港の利活用の促進を目的としたセミナーを開催いたしました。セミナー

 

開催後には、海外進出に関心の高い企業を対象とした現地視察なども開催し、ものづくり

 

企業の受注拡大支援に取り組んでおります。

３．地方創生への取組み


